
平成２６年度における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約 

の締結実績の概要 

独立行政法人労働政策研究・研修機構 

 

国等における温室効果ガス等の排出の削減に配慮した契約の推進に関する法

律（平成１９年法律第５６号。以下「環境配慮契約法」という。）第８条第１

項の規定に基づき、平成２６年度における温室効果ガス等の排出の削減に配慮

した契約の締結実績の概要を取りまとめたので、公表する。 

 

１. 平成２６年度の経緯 

環境配慮契約法及び国及び独立行政法人等における温室効果ガス等の排

出の削減に配慮した契約の推進に関する基本方針に基づき、電気の供給を

受ける契約については、３年間の契約期間で温室効果ガス等の排出の削減

に配慮した契約（以下「環境配慮契約」という。）を交わすべく官報及び

当機構ホームページ上で入札公告を掲示したが、応札者がなかったため入

札は実施できなかった。自動車の賃貸借に係る契約については、基本方針

に基づき、価格と燃費値を考慮した総合評価落札方式により決定するもの

とされているところであるが、導入予定車及び同程度の車種に係る燃費値

を算出したところ、対象とした車種において、環境性能がほとんど寄与せ

ず、実質的に最低価格落札方式と変わりないものであったことから、同方

式により最低価格業者と契約を行った。 

 

また、省エネルギー改修事業（ＥＳＣＯ事業）に係る契約及び建築物に関

する契約には、該当がなかった。 

 

２．環境配慮契約に係る事項 

（１）電気の供給を受ける契約 

上記１のとおり、環境配慮契約に基づく電気の供給を受ける契約の入札

が実施できなかったため、一般電気事業者の東京電力と規程の電気料金に

より随意契約を交わした。 

 

（２）自動車の賃貸借に係る契約 

平成２６年度においては、自動車１台の賃貸借契約を更新する必要があ

った。上記１のとおり、燃費値を算出したところ、環境性能がほとんど寄

与せず、総合評価落札方式が最低価格落札方式と変わりないものであった

ことから、同方式により最低価格業者と契約を交わした。 

 

３．その他環境配慮契約に係る事項 

「上石神井事務所執務室等照明器具更新工事」を以下の内容で行い、節電を図

った。 

・上石神井事務所正面玄関の天井水銀灯のLED化を実施した。 

 



また、環境配慮契約を推進するための機構における体制として、環境物品

等の推進に関する基本方針に基づき設置された「労働政策・研修機構グリー

ン調達推進体制」を活用することとしている。 


